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要　旨
　1986 年に制度化された介護老人保健施設は，現在では全国で 3,900 施設を超えてい
る．そこで働く支援相談員は，ソーシャルワーカーとして位置づけられるが，実践内容
を明らかにした先行研究は少ない．また特別養護老人ホームの生活相談員と同様に，入
所型施設でソーシャルワークとしての専門的実践を行う上でジレンマを抱くことが多
い．
　そこで本研究では，ソーシャルワーク機能に着目した支援相談員の実践に関する調査
を行った．調査内容としては，属性及びソーシャルワークの専門的機能に基づく実践内
容を 49 項目あげ，① 49 項目の実践内容が支援相談員の専門的実践の特徴を表している
と思うか．② 49 項目の実践内容について行っているかどうか．の２点を聞いた．調査
方法は A 県内の支援相談員に対し質問紙による郵送調査を行った．
　結果として，①属性・組織的な課題としては，ソーシャルワーク専門職としての実践
を遂行しやすいような組織体制づくりへの認識は強いが，実際には行えていないという
現状があること．②支援相談員の実践における課題としては，ソーシャルワーク機能に
基づく実践内容に関して，「専門的特徴」としてはほとんどの項目に対して高い認識を
持っているが，「実践できているか」に関しては低い数値となっていた．特に，クライ
エントの能力向上や環境改善や開発，そして権利擁護に関する項目はあまり実践できて
いないということが明らかになった．
キーワード：支援相談員実践，ソーシャルワークの専門的機能，専門的特徴の認知度
　　　　　　専門的実践の実践度，ミクロ・メゾ・マクロ実践
介護老人保健施設における支援相談員の
ソーシャルワーク実践の現状と課題
　　 支援相談員への質問紙調査から 　　
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20
社会福祉論集　第 131 号
　１．はじめに
　1986 年，老人保健法の中に老人保健施設が制度化され，特別養護老人ホームと合わせ，要介
護高齢者に対する入所施設が充実されることとなる．その後，2000 年の介護保険制度の創設も
契機となり介護老人保健施設，特別養護老人ホームともに施設数は飛躍的に増加し，介護老人保
健施設は，2012 年に全国で 3,900 施設を超えている1）．支援相談員は法令で配置が義務付けられ
ているため，施設数の増加と同時に支援相談員の人数も増えていくことになる． 
　支援相談員より長い歴史を持つ特別養護老人ホームの生活相談員は，生活相談員が何でも屋と
呼ばれ，何をする者なのか，その存在意義を失っているというジレンマを抱え実践を行っている
と言われている．西口（2010：46-51）は，その理由を，「相談員が自らのアイデンティティを持
ち合わせていない，または喪失してしまったからではないか」と結論付けている．また，他の専
門職のように，はっきりとした業務内容があるわけでもなく，「利用者の社会生活の維持発展の
ために包括的な支援業務が求められている」からであると述べている．入所施設の相談員である
がゆえに，協同業務や施設運営に関わる業務が多く，何でも屋的な役割期待につながり，一見専
門性からは遠く離れた存在として，自己，他者ともに見られがちとなってしまう．これらのこと
は特別養護老人ホームの生活相談員に限らず，介護老人保健施設の支援相談員も同じ入所型施設
の相談員として同様なジレンマを抱えている．
　支援相談員や生活相談員のようにクライエントの日常生活の場により近いところで実践を行う
相談援助職にとっては，個別の相談援助だけでなく，施設運営や他職種との連携，協働，あるい
は地域社会との連携等においてもソーシャルワークの方法として実践できるかが重要となる．特
に介護老人保健施設は中間施設としての機能を持ち2），特別養護老人ホーム等に比べ，より相談
援助の比重は高く，かつ退所援助に向けて，地域社会との連携は必要不可欠となる．よって支援
相談員は，ソーシャルワークの実践視座を踏まえ，ミクロ・メゾ・マクロ領域で循環した実践レ
パートリーを意識し，それをクライエントへの社会生活支援の形として提供する実践が求められ
る．
　しかし現在のところ，介護老人保健施設の支援相談員の実践内容を検討した先行研究はほとん
ど見当たらない．支援相談員の業務全般を体系的に示した著書としては，1993 年，社団法人全
国老人保健施設協会（1993）が編集，出版した『老人保健施設相談業務マニュアル』（以下，『業
務マニュアル』）がある．また支援相談員への全国的な調査としては和気（2006：21-30）の調査
がある3）．筆者も『業務マニュアル』を参照しながら，2000 年に A 県内の支援相談員に対し質
問紙調査を行った4）．
　『業務マニュアル』の中には，一括して相談指導員5）の業務を提示している箇所はない．各章
の中で書かれている業務を抽出してみると「相談業務」「福祉的援助」「判定」「他職種との連携」
「在宅支援とコミュニティケア」の 5 つの業務カテゴリーに区分される．
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　和気は無作為抽出した介護老人保健施設の支援相談員に対し調査を行っている．調査では業務
を 30 項目に分類し，「全く行っていないから」から「毎日行っている」の 5 段階で回答しても
らっている．その結果に対し探索的因子分析を行い，「運営管理」「地域調整」「入退所関連」「連
絡・調整」「相談」「個別対応」「経営関連」「代行」の 8 因子を抽出した．頻繁に行われている業
務は，「施設内の他職種との調整連携」「記録の作成」｢利用者家族の入所前相談 ｣である．
　筆者は，『業務マニュアル』等を参照しながら，支援相談員の業務を 8 つのカテゴリーの中に
44 の業務内容を示し，2000 年にＡ県内の支援相談員への調査を行った．支援相談員が行ってい
る業務として高かった項目は，「施設利用相談」「入所判定会の参加」「退所相談」等があげられ
る．結果の特徴としては，カテゴリーでみると，「施設利用に関する援助」や「退所援助と在宅
支援」において，ほとんどの項目で行っているものが多かった（片山 2003：30-35）．
　いずれの先行研究においても，支援相談員の業務特性は理解できるが，ソーシャルワーク専門
職として機能するための実践の方向性は見えてこない．そこで，ソーシャルワーク機能に着目し
た新たな支援相談員の実践に関する調査を行った．調査は，介護老人保健施設で働く支援相談員
にソーシャルワークの機能に基づいた実践内容を提示し，その実践が支援相談員としての専門的
実践の特徴を表していると思うか，及び，支援相談員がその実践を行っているかどうかについて
回答していただくことで支援相談員のソーシャルワーク専門職としての実践の現状と課題を明ら
かにすることを目的としている．
　２．方法
　（1）調査対象
　A 県に所在する介護老人保健施設 167 施設の支援相談員 316 人に調査票を郵送．
　回収数 132（回収率 41.8％），有効回答数 131．
　
　（2）調査方法と調査期間
　2013 年 9 月 1 日～ 9 月 30 日の期間で郵送調査を行った．
　
　（3）調査項目
　１）基本属性
　性別，年齢，最終学歴，社会福祉士養成課程の有無，前職，勤務年数，主担当，保有資格，
入所定員，支援相談員数，上司について尋ねた．
　２）ソーシャルワークの専門的機能に基づく支援相談員実践について
　ソーシャルワークの専門的機能に基づく実践内容を 49 項目あげ，
　① 49 項目の実践内容が，支援相談員の専門的実践の特徴を表していると思うか．
　② 49 項目の実践内容について行っているかどうか．
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　上記の 2 つの質問内容を，①については，全くあてはまらない 1 点，あまりあてはまらない
2 点，ややあてはまる 3 点，かなりあてはまる 4 点の４段階評価とした．また，②については，
行っていない 1 点，あまり行っていない 2 点，時々行っている 3 点，常におこなっている 4 点
の 4 段階評価で設定した．6）
　なお，実践内容の 49 項目については，空閑（2010：214-223）のソーシャルワーカーの 4 つ
の機能をもとに，A 県医療ソーシャルワーカー協会の支援相談員部会が行った事例検討会の
資料及びいくつかの事例集等（社団法人全国老人保健施設協会 1993，浅野 1995，片山 2003，
大本他 2007，澤 2012）より抽出した実践内容を項目としてあげた．11 名の支援相談員に対し
て行ったプリテストにて実践内容の項目を吟味してもらい修正した．また，49 項目を空閑の
ソーシャルワーカーの４つの機能の該当するカテゴリーへ分類した．①「クライエントの問題
解決能力や環境への対処能力を強化するための機能」には 17 項目を配置した．②「クライエ
ントと必要な社会資源との関係構築・調整のための機能」には 5 項目を配置した．③「機関や
施設の効果的な運営や相互の連携を促進するための機能」には 19 項目を配置した．④「制度
や施策の改善・発展，また社会全体の変革を促すための機能」には８項目を配置した．
　（4）倫理的配慮
１）調査目的，匿名性の遵守，調査内容の保護等の内容を記載した同意書を 2 通作成し，1 枚
は署名，捺印の上返送していただいた．
２）関西福祉科学大学研究倫理委員会に調査の承認を得た．（承認番号 13-10）
　
　（5）分析方法
　本研究は SPSS19.0 for Windows を用いて分析を行った．
　最初に，支援相談員の基本属性の特徴をとらえるため，単純集計及びクロス集計を行った．ク
ロス集計の分析には次のようなデータ加工を行った．年齢は 50 歳以上が極端に少なくなるため，
「20 歳代」，「30 歳代」，「40 歳代以上」の３区分とした．最終学歴は高等教育とそれ以外にまず
分け，高等教育の中を学士以上の対応となる大学院，大学を一つに，資格課程が中心となる準学
士や専門士が付与される短大，専門学校を一つの項目に，残りをその他にまとめ３区分とした．
　次に，ソーシャルワークの専門的機能に基づく支援相談員実践の特徴をとらえるために，問
15「支援相談員の専門的実践の特徴」，問 16「支援相談員の実践行動」，それぞれの項目につい
て４つの機能分類ごとに単純集計を行った．
　また，問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」と問 16「支援相談員の実践行動」の対応する
項目間の差を見るために Wilcoxon 検定を行った．
　さらに，経験年数と社会福祉士課程の有無に着目し，問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」，
問 16「支援相談員の実践行動」の結果とクロス集計し，その関連を分析した．分析に当たり次
のようなデータ加工を行った．経験年数は，度数の累積が 50％程度となる５年未満と５年以上
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の２区分とした．また問 15 と問 16 の結果については値の再割り当てを行い，問 15 は「かなり
あてはまる」「ややあてはまる」を「あてはまる」に，「あまりあてはまらない」「あてはまらな
い」を「あてはまらない」の２区分とした．同様に，問 16 は，「常に行っている」「時々行って
いる」を「行っている」に，「あまり行っていない」「行っていない」を「行っていない」の２区
分とした．
　３．調査結果
　（1）基本属性
　調査回答者 131 名の基本属性は次の通りである．
　性別は，男性 55 名（42.0％），女性 76 名（58.0％）であった．
　年齢別では，20 歳代 43 名（32.8％），30 歳代 49 名（37.4％），40 歳代 30 名（22.9％），50 歳
代 8 名（6.1％），60 歳代以上 1 名（0.8％）であった．年齢と性別を比較してみると，男性では
30 歳代が 50.9％と最も高く，女性は 20 歳代が 40.8％と最も高かった．（図 1）
　最終学歴は，大学院 2 名（1.5％），大学 93 名（71.0％），短大 7 名（5.3％），専門学校 20 名
（15.3％），高校 7 名（5.3％），その他 2 名（1.5％）であった．年齢と最終学歴を比較してみると，
大学院，大学の者は 20 歳代が最も多く，短大・専門学校，その他は 30 歳以上が多くなる．（図
1）
　社会福祉士養成課程の有無については，「はい」と答えたものが 95 名（72.5％）であった．年
齢と社会福祉士養成課程を比較してみると，社会福祉士の養成課程であったものは 20 歳代が最
も多く，逆に社会福祉士養成課程でなかったものは 40 歳代以上が最も多かった．（図 1）最終学
歴と社会福祉士課程をクロス表で集計してみると，大学の 93 名中 77 名（82.8％）が，また専門
学校 20 名中 16 名（80.0％）が社会福祉士課程の学校を卒業していた．前述の和気の全国調査に
図 1　年齢別にみる支援相談員の特徴
24
社会福祉論集　第 131 号
よると福祉系の大学卒の割合は 47.8％であり，今回の調査のほうがかなり高い数字となっている．
　前職では，学生であったものが 34 名（26.0％）と最も高く，次に相談員であったものが 26 名
（19.8％），介護職員 25 名（19.1％），関係ない仕事 25 名（19.1％），介護支援専門員 4 名（3.1％）
と続き，その他は 17 名（13.0％）であった．前職が相談員であった者のうち社会福祉士養成課
程卒業者は 22 名で 84.6％，学生であった者のうち社会福祉士養成課程卒業者は 34 名で 100％と
高い数値となっている．他の職種の者に関しては 50％前後の数値となっている．
　勤務年数は，1 ケ月～ 24 年 6 ケ月まで分かれており，平均値は 5.47 年であった．
　主担当（複数回答）は，入所担当が 109 名（83.8％），通所担当が 36 名（27.5％），その他が
28 名（21.4％）であった．
　保有資格（複数回答）については，社会福祉士資格を持っているものは 91 名（69.5％），社会
福祉主事資格は 55 名（42.0％），介護福祉士資格は 31 名（23.7％），介護支援専門員資格は 63
名（48.1％），その他資格は 22 名（16.8％）であった．社会福祉士資格の保有に関しては，和気
の 2004 年調査では 40.2％であった．特別養護老人ホームに関する他の調査においても 20 ～
30％程度のものが多く（井上 2010：67-80，東京都社会福祉協議会 2010：25，佐藤ら 1996：19-
73），今回の 69.5％はかなり高い数字であるといえる．
　入所定員は，50 名以下施設が 1 名（0.8％），51 名～ 100 名の入所定員施設が 87 名（66.4％），
101 名～ 200 名の入所定員施設が 42 名（32.1％），201 名以上の入所定員施設は 1 名（0.8％）で
あった．
　支援相談員数では，3 人が最も多く 60 名（45.8％）であった．次に，2 人の 42 名（32.1％），
4 人以上の 18 人（13.7％），1 人の 11 名（8.4％）と続いている．
　上司では，事務長が 67 名（51.1％）で最も高く，次に支援相談員が 40 名（30.5％），施設長
が 9 名（6.9％），看護師長が 7 名（5.3％）で，その他が 8 名（6.1％）であった．
　（2）支援相談員の専門的実践の特徴
　問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」の結果について，「かなりあてはまる」と答えたもの
の割合を４つの機能ごとに高い順に示した．
　①　「クライエントの問題解決能力や環境への対処能力を強化するための機能」（図 2）
　この機能 17 項目の中で，最も高かったのが，「Ct（＝クライエント）・家族のニーズを面接を
行うことで理解する」で 91.6％であった．以下，「他職種・他機関に対し，Ct・家族のニーズを
代弁する」（84.0％），「Ct の状況を身体的・心理的・社会的側面からアセスメントする」（83.2％）
と続く．「Ct・家族のニーズを面接を行うことで理解する」及び「Ct の状況を身体的・心理的・
社会的側面からアセスメントする」については，「ややあてはまる」と答えた者も含めると，
100％という結果になった．上位に入った項目を見るとワーカー側が主体的に動いていく内容が
多い．「クライエントの問題解決能力や環境への対処能力を強化するための機能」は 5 つに分類
されているが7），その中の一つである「側面的援助機能」は，クライエントが自ら強さを見出し，
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クライエントが主体的に問題解決していけるよう側面的に支援していく機能である．今回の調査
項目では，「Ct が自分の強さを自覚できるように支援する」（46.6％），「Ct がセルフアセスメン
ト能力を高められるよう支援する」（42.0％），「Ct が対処能力を習得できるよう支援する」
（33.6％），「Ct・家族が制度・サービスへのアクセス方法，内容に関する知識を習得できるよう
支援する」（70.2％）が該当する．全体的に，「側面的援助機能」項目は低い値となった．
　②　「クライエントと必要な社会資源との関係構築・調整のための機能」（図 3）
　この機能 5 項目の中で，最も高かったのは，「Ct, 家族等からの苦情に対応する」で 83.2％で
あった．以下，「Ct と他職種・他機関との仲介・媒介を行う」（71.0％），「Ct と家族との仲介・
媒介を行う」（65.6％）と続く．
　③　「機関や施設の効果的な運営や相互の連携を促進するための機能」（図 4）
　この機能 19 項目の中で，最も高かったのは「入退所判定会を準備し参加する」の 89.3％で
あった．以下，「ソーシャルワーク支援過程記録を作成・保管する」（85.5％），「ソーシャルワー
カー部門の力量向上に尽力する」（79.4％）と続く．上位には支援相談員が施設の中で，ソーシャ
ルワーカーとしての存在感を出すための内容項目が多く入っている．また下位項目には，地域に
関する運営実践や施設内でのプログラム企画・実践に関わる内容が多く含まれていた．
　④　「制度や施策の改善・発展，また社会全体の変革を促すための機能」（図 5）
　この機能 8 項目は，すべてが 60％未満となった．最も高かったものが，「Ct へのニーズ調査
を行う」で 57.3％であった．最も低かったのは「地域住民の組織化を支援する」で 13.7％であっ
た．いわゆる間接的な実践内容が多い項目であったが，全体的に低い数字となった．但し，「か
なりあてはまる」と「ややあてはまる」を足すと，すべての項目が 60％を超える値となった．
図 2　専門的実践の特徴の割合①
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　（3）支援相談員の実践行動
　問 16「支援相談員の実践行動」の結果については，「常に行っている」と答えたものの割合を
４つの機能ごとに高い順に示した．
　①　「クライエントの問題解決能力や環境への対処能力を強化するための機能」（図 6）
　この機能 17 項目の中で，最も高かったのが，「Ct・家族のニーズを面接を行うことで理解す
図 3　専門的実践の特徴の割合②
図 4　専門的実践の特徴の割合③
図 5　専門的実践の特徴の割合④
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る」で 80.9％であった．「支援相談員の専門的実践の特徴」との比較でみると，順位はあまり変
わりないが，「Ct が自分の強さを自覚できるよう支援する」は，実践行動では７つ順位を下げて
いる．
　②　「クライエントと必要な社会資源との関係構築・調整するための機能」（図 7）
　この機能 5 項目の中で，最も高かったのは，「Ct，家族等からの苦情に対応する」で，62.6％
であった．「支援相談員の専門的実践の特徴」との比較でみると，「Ct と地域社会との仲介・媒
介を行う」（8.4％）が実践行動では最下位となり，5 項目の中で唯一，一桁台の数字となった．
　③　「機関や施設の効果的な運営や相互の連携を促進するための機能」（図 8）
　この機能 19 項目の中で，最も高かったのは「入退所判定会を準備し参加する」の 80.2％で
あった．「支援相談員の専門的実践の特徴」との比較でみると，多少順番がずれてはいるが大き
な順位の変化は見られない．
　④　「制度や施策の改善・発展，また社会全体の変革を促すための機能」（図 9）
　この機能 8 項目は，すべてが 20％未満となった．最も高かったものが，「Ct へのニーズ調査
を行う」で 19.8％であった．最も低かったのは「市町村等の地域福祉計画策定へ参加する」で
図 6　実践行動の割合①
図 7　実践行動の割合②
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1.5％であった．この機能の項目は，「支援相談員の専門的実践の特徴」と同様，他の機能と比べ
て非常に低い数値となっている．8 項目中 7 項目が 5％以下である．
　（4）問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」と問 16「支援相談員の実践行動」の差異
　問 15 と問 16 の結果について，各項目間でどのくらいの差異があるのかを調べるために，実践
内容 49 項目ごとに Wilcoxon 検定を行った．結果すべての項目で有意差が見られた．49 項目す
べてで支援相談員が，専門的実践の特徴を表していると思っていても実際には実践できていない
という結果が明らかになった．
図 8　実践行動の割合③
図 9　実践行動の割合④
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（5）勤務年数からみた問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」と問 16「支援相談員の実践行
動」の状況（表 1, 2）
　勤務年数の違いによって「支援相談員の専門的実践の特徴」の差異があるのかをクロス集計に
よって確認した．結果としては，ほとんどの項目で 5 年未満の支援相談員のほうが「あてはま
る」と感じているものが多かったが，有意な差が出たのは，「Ct が対処能力を習得できるように
支援する」（p<0.05），「Ct のリロケーションダメージの減少と回復を支援する」（p<0.05），「地
域住民との地域福祉推進のための集まりを企画・開催する」（p<0.05），「Ct に係る社会的制度・
サービスを改善する」（p<0.01），「地域社会へソーシャルインクルージョン思想の浸透を働きか
ける」（p<0.05），「市町村の地域福祉計画策手へ参加する」（p<0.05）であった．すべて勤務年数
が５年未満の者のほうがあてはまると答えた者が多かった．「Ct が対処能力を習得できるように
支援する」や「Ct のリロケーションダメージの減少と回復を支援する」は介護職種やリハビリ
テーション職種が主に担当する内容に近い．また他の 4 つの項目は，環境へ働きかける間接的な
内容となっており，勤務年数の少ない者のほうが幅広く実践内容をとらえる傾向にあり，勤務年
数が多い者は，忙しい業務遂行の中で実践内容を取捨選択している可能性も考えられる．
　次に勤務年数の違いによって「支援相談員の実践行動」の差異があるのかをクロス集計によっ
て確認した．結果としては，先ほどとは逆でほとんどの項目で５年以上の支援相談員のほうが
「行っている」と答えたものが多かったが，有意な差が出たのは，「Ct・家族のニーズを自宅訪
問時でのかかわりを通して理解する」（p<0.01），「支援における価値を他職種と共有する」
（p<0.05），「入退所判定会を準備し参加する」（p<0.05），「ソーシャルワーカー部門の力量向上に
表 1　勤務年数と問 15のクロス
5 年未満 5 年以上 x2 検定
問 15　対処能力の習得
あてはまる 85.9％ 71.7％
p<0.05あてはまらない 14.1％ 28.3％
N 71 59
問 15 リロケーションダメージの回復
あてはまる 92.9％ 80.0％
p<0.05あてはまらない 7.1％ 20.0％
N 71 60
問 15　地域福祉推進の企画
あてはまる 88.7％ 71.7％
p<0.05あてはまらない 11.3％ 28.3％
N 71 60
問 15　社会制度の改善
あてはまる 83.1％ 66.7％
p<0.01あてはまらない 16.9％ 33.3％
N 71 60
問 15　ソーシャルインクルージョンの浸透
あてはまる 85.9％ 61.0％
p<0.05あてはまらない 14.1％ 39.0％
N 71 59
問 15 地域福祉計画策定への参加
あてはまる 80.3％ 65.0％
p<0.05あてはまらない 19.7％ 35.0％
N 71 60
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尽力する」（p<0.05），「ソーシャルワーカーの機能・役割を他職種に理解してもらう」（p<0.05），
「地域の他機関との関係者会議を企画・開催する」（p<0.05），「地域社会の実態調査を行う」
（p<0.05）であった．すべて経験年数５年以上の者が「行っている」と答えた者が多かった．有
意差の出た項目に関して共通することとして，支援相談員のマネジメント能力が問われるものが
多いということである．その意味でも，経験年数が高い者のほうが多かったのかもしれない．
（6）社会福祉士養成課程の有無から見た問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」と問 16「支
援相談員の実践行動」の状況（表 3, 4）
　社会福祉士養成課程の有無によって「支援相談員の専門的実践の特徴」と「支援相談員の実践
行動」の差異があるのかをクロス集計によって確認した．その結果，あまり差異は見られなかっ
た．有意な差が出たのは，「支援相談員の専門的実践の特徴」では，「Ct と他利用者との仲介・
媒介を行う」（p<0.05）のみであった．社会福祉士養成課程ではない者のほうが，「あてはまる」
と多く答えていた．利用者同士の関係を促進していく役割は介護職員の実践に含まれることが多
く，社会福祉士養成課程の者のほうがより違和感があったのかもしれない．
　「支援相談員の実践行動」においては，「Ct・家族のニーズを自宅訪問時での関わりを通して
理解する」（p<0.05），「Ct・家族が制度・サービスへのアクセス方法，内容に関する知識を習得
できるよう支援する」（p<0.01），「ソーシャルワーカーの機能・役割を他職種に理解してもらう」
表 2　勤務年数と問 16のクロス
5 年未満 5 年以上 x2 検定
問 16　自宅訪問によるニーズ理解
行っている 64.8％ 85.0％
p<0.01行っていない 35.2％ 15.0％
N 71 60
問 16　価値を他職と共有
行っている 67.6％ 83.3％
p<0.05行っていない 32.4％ 16.7％
N 71 60
問 16　入退所判定会の準備
行っている 85.9％ 98.3％
p<0.05行っていない 14.1％ 1.7％
N 71 60
問 16　SW 部門の力量向上
行っている 60.6％ 76.7％
p<0.05行っていない 39.4％ 23.3％
N 71 60
問 16　SW 機能の他職種への理解
行っている 49.3％ 68.3％
p<0.01行っていない 50.7％ 31.7％
N 71 60
問 16　他機関との関係者会議の企画
行っている 19.7％ 39.0％
p<0.05行っていない 80.3％ 61.0％
N 71 59
問 16　地域社会の実態調査
行っている 4.2％ 15.0％
p<0.05行っていない 95.8％ 85.0％
N 71 60
31
介護老人保健施設における支援相談員のソーシャルワーク実践の現状と課題
（p<0.01），「地域の他機関と頻繁に情報交換を行う」（p<0.01）であった．すべて社会福祉士養成
課程の者のほうが，「行っている」とした者が多かった．ソーシャルワークの知識を求められる
だけでなく，それを他者へ伝えることができる能力が求められる項目であり，よって社会福祉士
課程の者のほうが多かったのかもしれない．
　４．考察
　（1）支援相談員の属性・組織内での現状と課題
　今回の調査結果では，社会福祉士養成課程を卒業しているものは 72.5％，社会福祉士資格保
有者は 69.5％であった．医療の分野などでは，専門職と呼ばれる人々は相応の養成課程を受け
ており且つ資格を修得している．支援相談員の場合には法令上，社会福祉士資格は要求されてい
ない．支援相談員の要件については，1987 年の厚生省通知「老人保健施設の施設及び設備，人
員並びに運営に関する基準の施行について」で以下のように記されている．
　相談指導員は，保健医療及び社会福祉に関する相当な学識経験を有し，次に掲げるような入所
者等に対する相談指導の業務を行うのにふさわしい常勤の職員を充てること．
　ア　入所者等及び家族の処遇上の相談
　イ　生活・行動プログラムの作成
表 3　社会福祉士課程の有無と問 15のクロス
表 4　社会福祉士課程の有無と問 16のクロス
社会福祉士課程である 社会福祉士課程でない x2 検定
問 16　自宅訪問による
ニーズ理解
行っている 78.9％ 60.0％
p<0.05行っていない 21.1％ 40.0％
N 95 36
問 16　制度知識の習得 
行っている 90.5％ 71.4％
p<0.01行っていない 9.5％ 28.6％
N 95 35
問 16　SW 機能の他職
種への理解 
行っている 67.4％ 34.3％
p<0.01行っていない 32.6％ 65.7％
N 95 35
問 16　他機関との情報
交換
行っている 74.7％ 45.7％
p<0.01行っていない 25.3％ 54.3％
N 95 35
社会福祉士課程である 社会福祉士課程でない x2 検定
問 15　Ct と他利用者
との仲介
あてはまる 80.0％ 94.3％
p<0.05あてはまらない 20.0％ 5.7％
N 95 35
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　ウ　市町村との連携
　エ　ボランティアの指導
　このように法令上は，支援相談員は誰でもできる職種といえる．しかし現状として社会福祉士
有資格者が増加しているということ，特に調査結果でも前職が学生であったものは，すべてが社
会福祉士養成課程卒業者であった．この中で実際に社会福祉士資格の保有者は 91.2％であり，
高い数字を示している．これは施設の採用条件としても社会福祉士に対するプライオリティがあ
がっていると推測できる．専門職として支援相談員が機能するためにはその前提として資格任用
をはっきりとさせる必要がある．社会福祉士が支援相談員の任用資格として法令上位置付けられ
るためにも，専門職団体の働きかけとともに，支援相談員自身も社会福祉士資格保有者とそうで
ない者の違いをはっきりさせなければ，社会的には認められないであろう．そのためにも支援相
談員の実践をソーシャルワークのスキルとして展開していく必要がある．実践の中身に関しては
後述するとして，属性においてそのような展開ができる条件にあるのかを見ていきたい．
　「あなたの直属の上司は誰ですか」の調査結果として，事務長が 67 名（51.1％）で最も高く，
次に支援相談員が 40 名（30.5％）であった．通常，専門職であるならば組織内の部門は専門職
として独立しており，上司も同職種であることが多い．支援相談員数を見てみると１人は 8.4％，
2 人は 32.1％となっている．4 割近くが少数の相談員配置であり，他職種と比べても数の少なさ
はあるが，そうであっても回答者の半数以上が他部門の長が上司であることは，その実践過程に
おいても影響を与えることは免れないであろう．専門職において，ときに上司はスーパーバイ
ザーとして部下や後輩が専門職として育つための教育的な役割を担うこともあり，事務長が上司
ということになれば職場内での支援相談員の専門的力量の向上は難しいことになる．また．施設
長ではなく事務長が一番多いというところにも支援相談員の置かれている立場があらわされてい
る．事務部門という中での役割遂行として，経営的側面へのかかわりを強く要求された時に，
ソーシャルワークの価値を実践していくことができるのかという支援相談員自身の責務は重い．
実際に筆者が 2000 年に行った調査の中でも，支援相談員自身が考える役割期待として，管理者
からの期待としては，「入退者数管理」「利用者獲得」「方針の指導」があがっていた8）．
　今回の調査において，支援相談員の組織内での体制強化に関わる内容については，「専門的実
践の特徴」として「かなりあてはまる」と答えた者が多い項目がいくつかあった．例えば，「ソー
シャルワーク支援過程記録を作成・保管する」（85.5％），「ソーシャルワーク部門の力量向上に
尽力する」（79.4％），「カンファレンス等で Ct の心理的・社会的状況を他職種に伝え，理解を得
る」（77.1％），「ソーシャルワーカーの機能・役割を他職種に理解してもらう」（70.2％），「ソー
シャルワーカーの業務報告書を作成・保管する」（69.5％）である．支援相談員自身が，施設の
中で支援相談員を位置付ける取り組みを行うことで，専門職としての実践を遂行しやすいような
組織体制ができる，あるいは，専門職としての実践を遂行するためにも組織体制を作ることが必
要であると考えているのではないだろうか．逆に，それが実践できているかどうかになると低い
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割合となっていた．先ほどあげた項目でも，「常に行っている」と答えた者は，「ソーシャルワー
ク支援過程記録を作成・保管する」（69.5％），「ソーシャルワーク部門の力量向上に尽力する」
（32.1％），「カンファレンス等で Ct の心理的・社会的状況を他職種に伝え，理解を得る」
（46.2％），「ソーシャルワーカーの機能・役割を他職種に理解してもらう」（19.8％），「ソーシャ
ルワーカーの業務報告書を作成・保管する」（49.2％）であった．このように，支援相談員自身
の想いはあっても，常にはできていないという現状がある．但し，「時々行っている」と合わせ
るとほとんどが 60％を超えていた．
　他に，社会福祉士の実習受け入れや地域に関する取り組みにおいては，専門的実践の特徴であ
ると考えるものが 70％を超えていても，実際に行っているのは極端に少ない数となっている．
特に社会福祉士実習の受け入れに関しては，支援相談員の専門性に対する社会的な認知の基盤と
もなるべきものであり，忙しく業務を遂行していく中で，どれだけ現実に実践できるのか専門職
として問われるところである．
　（2）支援相談員の実践における現状と課題
　①　クライエントへの働きかけ
　問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」，問 16「支援相談員の実践行動」の調査結果では，
「クライエントの問題解決能力や環境への対処能力を強化するための機能」における上位項目は，
「Ct・家族のニーズを面接を行うことで理解する」等，ワーカーが主体的に動いていくことが中
心の実践であり，また従来からの相談援助職の業務の特徴でもある狭義の相談援助，連絡調整，
制度紹介といった内容である．そしてこれらの内容は，どちらかというとワーカーが面接をし，
ワーカーがアセスメントするというように，その主体はワーカーである．現代のソーシャルワー
ク理論の代表格であるジェネラリスト・ソーシャルワークの特質の一つとして，「主体としての
クライエント本人の強調」がある．岩間（2005：57）は以下のように論じている．
　ソーシャルワーカーが「専門職としてクライエントの問題を解決できるか」という視点から，
「クライエント自身が問題解決できるようにソーシャルワーカーは何をすべきか」という視点に
はっきりと立ち返ろうとする動きである．
　同様に古川（1999：8）も，問題解決モデルや生活モデルを解説する中で，クライエントの
ワーカビリティの重視やクライエントの機能する力の重視を取り上げている．調査結果の中で
は，クライエントの機能する力の重視を表す側面的援助機能の項目は問 15，問 16 両方で低い値
を示していたが，問 15 では一番低い項目であった「クライエントが対処能力を習得できるよう
支援する」でも「かなりあてはまる」「ややあてはまる」を合計すると７割を超えている．しか
し，問 16 においては，「常に行っている」「時々行っている」を合計しても 37.4％であり，支援
相談員はそれらが専門的実践であると頭では分かっていても，それが実現できていないという現
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状がうかがえる．専門的実践の特徴として重視していることが実際にはできていないという現状
がなぜ起きるのか．２つのことが考えられる．１つは，支援相談員自身がソーシャルワーカーと
して重要と思っていることと，現場の中で優先すべきことの順位に齟齬があるということであ
る．これは支援相談員の属性としての課題と関連するが，施設職員として自分の実践の中で現実
に何を優先させるべきなのかということが，専門職としてのスタンスで十分に考慮されていない
かもしれないということである．属性としての課題で述べたように , 支援相談員自身の組織の中
での立場の弱さが影響していることは十分に考えられる．そして先述したように，支援相談員自
身が専門職としての位置づけを組織の中に作り上げていく手法がわからないということと，それ
をサポートする体制が組織的に作れないというところにも課題が残るであろう．２つには，専門
的特徴としてあげられた内容を具体的にどのようにミクロ・メゾ・マクロのレベルで実践展開し
ていったらよいのか支援相談員自身がわからない，ということである．価値や抽象的な知識とし
ては理解していても，具体的な実践方法としての知識や行動として展開できていないということ
である．ソーシャルワークとしての実践展開を具体的にどのように形作っていったらよいのか検
討する必要がある．形作るための参考としては，ジェネラリスト・アプローチの視点から実践方
法（副田　2007：44-51）の考え方や，ソリューション・フォーカスト・アプローチを使用した
面接技法などや，SST などグループを活用した取り組みなどである．
　②　環境への働きかけ
　秋山（2002：180-181）は，ジェネラリスト・ソーシャルワークの実践枠組みを 11 項目あげて
いる．その中では，人と環境の間の相互関係のアセスメントや，有益な相互関係の促進，改善，
あるいは好ましい環境の創造等をあげている．ここでいう環境には「物理的環境」と「社会的環
境」があるが，「物理的環境」には動植物から気候や人工物，交通ネットワーク等が含まれ，「社
会的環境」には，友人や地域住民等の人のネットワークと組織や制度といったものが含まれてい
る．（Germain ＝ 1992：105-107）ソーシャルワーク実践を展開するうえで，クライエントと彼
らを取り巻く環境の交互作用に介入していく実践を展開していくことが重要であるが，支援相談
員が施設の中だけの人的資源と連携，調整していけば良いのではなく，組織や地域社会とのかか
わり，あるいはクライエントを支える集団作りの必要性が求められる．「機関や施設の効果的な
運営や相互の連携を促進するための機能」や「制度や施策の改善・発展，また社会の変革を促す
ための機能」における問 15，問 16 の調査結果では，先述したようにクライエントに直接かかわ
る項目やソーシャルワーカーとしての組織的な機能強化に関する項目は高い順位となっている
が，施設内プログラムや研修の企画，運営，地域住民や地域社会の組織化等の地域に関わる項目
に関しては低い割合となっている．施設利用者やその家族の生活を効果的に支えていくために，
彼らとともにその環境を改善し，作り上げていく実践を展開するという間接的な実践方法への意
識とそれを具体的に確立する方法が必要である．特に支援相談員の場合，施設の管理運営に関わ
ることも多く，利益や事務的な経営関与としてだけではなく，利用者や家族のニーズから出発し
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た組織体制の改善や創造を果たす役割を担っていくことがソーシャルワークの実践とも合致す
る．特に，介護老人保健施設は中間施設，在宅復帰施設としての役割を持っており，その機能が
十分に発揮できるような施設づくりとともに，クライエントを受け入れる地域社会の体制作りに
支援相談員として関与することに重要な役割があると思われる．
　また，問 15，問 16 の調査結果の中では，権利擁護に関する項目やソーシャルアクションにつ
ながる項目が軒並み低い割合となっていた．ソーシャルワーカーの重大な使命として，権利擁護
活動や社会正義の実現があるが，現実の実践の中でクライエントへの直接的な関わりだけでな
く，環境を作っていく形での間接的援助の方法を確立していかないといけないのではないだろう
か．
　５．おわりに
　今回の調査においては，支援相談員が実際に行っている業務内容を明らかにすることにとどま
らず9），ソーシャルワークの専門的機能に基づいた実践内容の項目を提示し，それに対する専門
的特徴としての認知度と実践度を明らかにした．ソーシャルワーク機能に対しての実践内容の実
践的特徴の意識に関しては，「かなりあてはまる」「ややあてはまる」を含めると全体的に高い数
字があがっていた．しかし，実践行動に関しては一部を除き低い数字となっていた．特に，「ク
ライエントを取り巻く環境の改善・開発及び社会変革」の機能に関しては，他の機能項目と比べ
ても顕著に低い数字となっていた．このような実践の理想と現実がかけ離れてしまうのは，支援
相談員の実践が，使える制度の紹介や活用という「制度志向型実践」あるいは「事務処理型実
践」で終わっているものが多いのではないかという要因もあるのではないだろうか．そこには，
支援相談員の，専門職としての事象の認知・認識能力，価値実現に向けての援助行為への変換推
進能力からなる実践能力（平塚　2010：134）の不足があるのではないかと予測できる．理想と
現実のギャップを埋めるためにも，その変換推進能力を高めていく方法としてソーシャルワーク
機能に基づいた具体的な実践事例の積み重ねが必要となってくる10）．今後は，今回の量的な調査
結果をふまえながら，実際に支援相談員が行っている実践についてインタビューや事例検討等を
通じ明らかにしていきたい．
注
１）厚生労働省「平成 24 年介護サービス施設事業所調査の概況」
２）全国老人保健施設協会は，老健の理念と役割として，以下の 5 つをあげている．
　１．包括的ケアサービス施設
　２．リハビリテーション施設
　３．在宅復帰施設
　４．在宅生活支援施設
　５．地域に根ざした施設
３）和気の調査概要（介護老人保健施設の部分）としては以下の通りである．
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　　調査対象：無作為抽出（系統抽出法）した介護老人保健施設 500 ケ所の支援相談員
　　調査方法：郵送調査
　　調査期間：2004 年 11 月～ 12 月
　　回収率：48.4%
４）調査概要としては以下の通りである．
　　調査対象：A 県内の老人保健施設の支援相談員（183 名）
　　調査方法：郵送調査
　　調査期間：2000 年 6 月 15 日～ 6 月 30 日
　　回収率：25.0%
５）2000 年に介護保険法が施行され，老人保健施設が老人保健法から介護保険法に移行されると同時に名
称も相談指導員から支援相談員へと変更された． 
６）調査内容の考え方は，南，武田（2000：111-120）の医療ソーシャルワーカーの職務の特徴に関する調
査方法を参考にした．
７）空閑は，「クライエントの問題解決能力や環境への対処能力を強化するための機能」の中に，①側面
的援助機能，②代弁機能，③直接処遇機能，④教育機能，⑤保護機能の 5 つをあげている． 
８）調査概要は４）の通り．調査内容としては，「老人保健施設における支援相談員が考える役割期待」
について問うており，結果の一部としては，支援相談員自身の役割期待は，「利用者家族の個別相談を
行うこと」（97.8％），「利用者の心理社会的問題を解決すること」（65.2％），「地域関係機関との窓口」
（63.0％）であった．管理者からの役割期待では，「入退所数管理」（82.6％），「利用者の獲得」（82.6％），
「施設の方針を利用者家族へ指導すること」（52.1％）であった． 
９）米本（2012：9）は，生活相談員が現実に行っている業務全般の統計調査を行っても SW の固有業務
が明らかにはならず，施設における SW 業務の理論的・実践的枠組みを構成しつつ分析する必要性を述
べている． 
10）浅野ら（1995：17-232）は，高齢者に関わる各領域の実践事例をソーシャルワークの機能に基づいた
援助方法をもとに事例分析している．
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